
令和５年度 第１回新居浜市地域公共交通活性化協議会 

次   第 

 

○日時  令和５年６月３０日（金）１４：３０～ 

○場所  新居浜市役所 消防防災合同庁舎５階 災害対策室 

 

１ 開 会 

 

２ 協議事項 

（１）令和４年度事業報告及び決算の承認について 

（２）生活交通確保維持改善計画（令和６年度分）の 

策定について 

３ その他 

（１）年間スケジュールについて 

・地域公共交通計画の策定について 
 

４ 閉 会 
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   新居浜市地域公共交通活性化協議会委員名簿 

条項 役員 機関・団体 役職名 氏名 備考 

法 
第６条
第２項
第 1 号 

規約 
第５条 
第１項
第１号 

会 長 

新居浜市 

副市長 加藤 龍彦  

 経済部長 宮崎 司  

法 
第６条
第２項
第 2 号 

 

規約 
第５条
第１項
第２号 

 新居地区旅客自動車協同組合 代表理事 渡部 光男  

 
愛媛県ハイヤー・タクシー協
会 

専務理事 谷口 政賀津  

 瀬戸内運輸株式会社 専務取締役 門田 正孝  

 愛媛県バス協会 専務理事 松本 真一 新任 

 四国旅客鉄道株式会社 愛媛企画部長 窪 仁志  

規約 
第５条
第１項
第３号 

 愛媛県東予地方局建設部 建設企画課長 東山 健二 新任 

 国土交通省四国地方整備局 
松山河川国道事務所 

副所長 矢野 裕紀 新任 

法 
第６条
第２項
第３号 

規約 
第５条
第１項
第４号 

 新居浜警察署 交通課長 大西 信行  

規約 
第５条
第１項
第５号 

副会長 新居浜市連合自治会 副会長 星加 勝一  

 新居浜市老人クラブ連合会 会長 鈴木 英次  

 新居浜市女性連合協議会 会長 尾崎 恵 新任 

規約 
第５条
第１項
第６号 

監 事 新居浜市社会福祉協議会 地域福祉課長 大山 由美  

監 事 新居浜商工会議所 
総合企画部 
担当部長 

吉村 卓代  

 新居浜市医師会 理事 永易 大典  

 瀬戸内運輸労働組合 執行委員長 砂田 篤志  

 
愛媛県東予地方局 
地域産業振興部 

地域政策課長 松浦 和仁 新任 

 
国土交通省四国運輸局 
愛媛運輸支局 

首席運輸企画
専門官 
(輸送・監査) 

一色 利彦  

 
首席運輸企画
専門官 
(総務・企画観光) 

菊池 勝二  

 
事務局 

事務局長 新居浜市経済部地域交通課 課長 守谷 典隆  

事業担当 新居浜市経済部地域交通課 副課長 新元 一司 新任 

事業担当・出納員 新居浜市経済部地域交通課 副課長 石川 貴弘  
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２ 協議事項 （１）令和４年度事業報告及び決算の承認について 

 

令和４年度事業報告 

 

（１）地域公共交通総合連携計画に位置付けられた事業の実施 

・デマンドタクシー運行事業 

デマンドタクシー（愛称「おでかけタクシー」）の運行を実施した。 

 

令和４年度末現在の利用・登録状況は後述のとおり 

 

（２）地域公共交通確保維持改善事業に係る協議 

地域公共交通確保改善事業費補助金（地域内フィーダー系統）の申請に必要

な令和５年度生活交通確保維持改善計画を策定し、令和４年度実施事業に対す

る評価を行った。 

 

（３）会議の開催状況 

〇第１回協議会（令和４年６月２４日 開催）） 

・令和３年度事業報告及び決算の承認について 

・生活交通確保維持改善計画（令和４年度分）の策定について 

・年間スケジュールについて 

 

〇第２回協議会（令和５年１月  書面開催） 

・令和４年度地域公共交通確保維持改善事業（令和３年１０月～令和４年９

月分）の事業評価について 

 

〇第３回協議会（令和５年３月２８日 開催） 

・令和４年度事業報告について 

・令和５年度事業計画について 

・令和５年度収支予算について 
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デマンドタクシー利用・登録状況（川東・上部東・上部西エリア） 

 
○登録者数（令和５年３月末日現在） 

 川東エリア  ８８８世帯 １，３３８人 

 上部東エリア ８８２世帯 １，３１９人 

 上部西エリア ８８４世帯 １，４５０人   計 ２，６５４世帯 ４，１０７人 

※男女構成 男性 １，３７１人（３３．３％） 女性 ２，７３６人（６６．７％） 

※年齢構成 ５０歳代まで３９７人（９．７％） ６０歳代以上 ３，７１０人（９０．

３％） 

 令和４年度上半期(4月～9月) 計（運行日数 平日 123日、土曜日 26日） 
                 ※運行日数は 136日で計算（土曜日を半日換算） 

エリア 末日登録者数 利用者数 1 日利用者数 運行台数 1 台利用者数 

川東エリア １,２８６人 ２,０２０人 １４．８人 １,４８５台 １．４人 

上部東エリア １,２６６人 ３,４７４人 ２５．５人 １,５３０台 ２．３人 

上部西エリア １,４１７人 ２,６６９人 １６．９人 １,５８０台 １．７人 

 ３,９６９人 ８,１６３人 ６０．０人 ４,５９５台 １．８人 

※利用者内訳 大人 1,911人・大人割引者 6,201人 
小人 22人・小人割引者 6人・無料乳幼児 23人 
大人割引内訳 障がい者割引本人 2,092人･介助人 60人 

療育手帳本人 43人・特定疾患割引本人 40人 
運転免許自主返納者割引 3,966人 

利用料収入 2,512,030円 

 
令和４年度下半期(10月～3月) 計（運行日数 平日 120日、土曜日 24日） 

                ※運行日数は 132日で計算（土曜日を半日換算） 

エリア 末日登録者数 利用者数 1 日利用者数 運行台数 1 台利用者数 

川東エリア １，３３８人 １,９２４人 １４．６人 １,４０４台 １．４人 

上部東エリア １，３１９人 ３,４１７人 ２５．９人 １,５０７台 ２．３人 

上部西エリア １，４５０人 ２,３７６人 １８．０人 １,５１０台 １．６人 

 ４，１０７人 ７,７１７人 ５８．５人 ４,４２１台 １．７人 

※利用者内訳 大人 1,689人・大人割引者 5,995人 
小人 13人・小人割引者 7人・無料乳幼児 13人 
大人割引内訳 障がい者割引本人 1,816人･介助人 51人 

療育手帳本人 31人・特定疾患割引本人 41人 
運転免許自主返納者割引 4,056人 

利用料収入 2,347,410円 

 
令和４年度  計（運行日数 平日 243日、土曜日 50日） 
        ※運行日数は 268日で計算（土曜日を半日換算） 

エリア 末日登録者数 利用者数 1日利用者数 運行台数 1台利用者数 

川東エリア １，３３８人 ３,９４４人 １４．７人 ２,８８９台 １．４人 

上部東エリア １，３１９人 ６,８９１人 ２５．７人 ３,０３７台 ２．３人 

上部西エリア １，４５０人 ５,０４５人 １８．８人 ３,０９０台 １．６人 

 ４，１０７人 １５,８８０人 ５９．３人 ９,０１６台 １．８人 

※利用者内訳 大人 3,600人・大人割引者 12,196人 
小人 35人・小人割引者 13人・無料乳幼児 36人 
大人割引内訳 障がい者割引本人 3,908人･介助人 111人 

療育手帳本人 74人・特定疾患割引本人 81人 
運転免許自主返納者割引 8,022人 

利用料収入 4,859,440円 
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デマンドタクシー登録・利用状況（川東・上部東・上部西エリア）

登録者数 利用者数 運行台数
運転免許証自主返納
割引利用者

H22 389 228 223 ―

H23 704 2,159 1,877 63

H24 776 4,335 3,178 516

H25 1,772 8,408 4,651 1,092

H26 2,209 13,886 6,279 2,367

H27 2,561 15,560 6,810 2,900

H28 2,863 18,868 8,089 5,610

H29 3,089 20,361 8,642 6,788

H30 3,340 19,545 9,085 7,426

H31/R1 3,574 18,936 9,366 7,246

R2 3,727 17,135 9,199 7,486

R3 3,874 16,504 9,387 7,806

R4 4,107 15,880 9,016 8,022

令和４年度　デマンドタクシー目的地別一覧 （2021.10～2022.9）

エリア 病院 買い物 交通結節点 その他 自宅 合計

上部東(光) 2,232 1,202 446 323 2,757 6,960

上部西(中萩) 1,626 535 725 477 2,029 5,392

川東(東雲) 1,219 231 451 313 1,807 4,021

5,077 1,968 1,622 1,113 6,593 16,373

7% 40%

令和４年度　デマンドタクシー乗車地別一覧 （2021.10～2022.9）

エリア 病院 買い物 交通結節点 その他 自宅 合計

上部東(光) 1,288 1,319 313 286 3,754 6,960

上部西(中萩) 698 779 406 341 3,168 5,392

川東(東雲) 904 330 512 258 2,017 4,021

2,890 2,428 1,231 885 8,939 16,373

5% 55%

合計
31% 12% 10% 100%

47%

合計

（％） 18% 15% 8% 100%
60%
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デマンドタクシー利用・登録状況（川西地区） 

 
○登録者数（令和５年３月末日現在） 

 川西エリア １３４世帯 １７４人 

※男女構成 男性 ４３人（２４．７％） 女性 １３１人（７５．３％） 

※年齢構成 ５０歳代まで８人（４．６％） ６０歳代以上 １６６人（９５．４％） 

 

 令和４年度 (3月) 計（運行日数 平日 6日、土曜日 1日） 
                 ※運行日数は 6.5日で計算（土曜日を半日換算） 

地区 末日登録者数 利用者数 1 日利用者数 運行台数 1 台利用者数 

川西 １７４人 ７人 １．１人 ６台 １．２人 

※利用者内訳 大人 2人・大人割引者 5人 
小人 0人・小人割引者 0人・無料乳幼児 0人 
大人割引内訳 障がい者割引本人 0人･介助人 0人 

療育手帳本人 0人・特定疾患割引本人 0人 
運転免許自主返納者割引 5人 

利用料収入 2,250円 

 

○登録者数（令和５年４月末日現在） 

 川西エリア １４９世帯 １９６人 

※男女構成 男性 ４９人（２５．０％） 女性 １４７人（７５．０％） 

※年齢構成 ５０歳代まで９人（４．６％） ６０歳代以上 １８７人（９５．４％） 

 

令和５年度 (4月) 計（運行日数 平日 20日、土曜日 4日） 

                ※運行日数は 22日で計算（土曜日を半日換算） 

地区 末日登録者数 利用者数 1 日利用者数 運行台数 1 台利用者数 

川西 １９７人 ３３人 １．５人 ２５台 １．３人 

※利用者内訳 大人 8人・大人割引者 25人 
小人 0人・小人割引者 0人・無料乳幼児 0人 
大人割引内訳 障がい者割引本人 10人･介助人 0人 

療育手帳本人 15人・特定疾患割引本人 0人 
運転免許自主返納者割引 0人 

利用料収入 10,250円 

 
令和５年度 (5月) 計（運行日数 平日 20日、土曜日 4日） 

                ※運行日数は 22日で計算（土曜日を半日換算） 

地区 末日登録者数 利用者数 1 日利用者数 運行台数 1 台利用者数 

川西 ２０５人 ５７人 ２．６人 ４４台 １．３人 

※利用者内訳 大人 16人・大人割引者 38人 
小人 0人・小人割引者 0人・無料乳幼児 0人 
大人割引内訳 障がい者割引本人 14人･介助人 0人 

療育手帳本人 0人・特定疾患割引本人 0人 
運転免許自主返納者割引 24人 

利用料収入 17,500円 
 
 
 



系統 路線名 起点 経過地 終点
新居浜市内

距離(㎞)

便数

(往復)

新居浜市
乗車人数

(距離按分)

新居浜市内

距離(㎞)

便数

(往復)

新居浜市
乗車人数

(距離按分)

新居浜市内

距離(㎞)

便数

(往復)

新居浜市
乗車人数

(距離按分)

新居浜市内

距離(㎞)

便数

(往復)

新居浜市
乗車人数

(距離按分)

新居浜市内

距離(㎞)

便数

(往復)

新居浜市
乗車人数

(距離按分)

1 周桑・山根線 周桑営業所 横黒・労災病院 マイントピア別子 18.6 14 33,060 18.6 14 33,272 18.6 14 22,570 18.6 14 22,132 18.6 14 24,430

2 中萩線 新居浜西BT 中萩 西条済生会病院 13.0 14 30,295 13.0 14 28,918 13.0 14 18,336 13.0 14 18,030 13.0 14 15,971

中萩線 新居浜西BT 中萩 西条済生会病院 - - - 13.6 14 3,587

3 中萩線 新居浜西BT 科学博物館 西条済生会病院 16.4 16 45,233 16.4 16 44,039 16.4 16 29,412 16.4 16 29,095 16.4 16 26,362

中萩線（県病院乗り入れ） 新居浜西BT 科学博物館 西条済生会病院 - - - 20.0 16 7,060

4 中萩線 新居浜西BT 南高 西条済生会病院 15.7 2 4,494 15.7 2 3,703 15.7 2 4,783 15.7 3 5,114 15.7 3 4,337

中萩線（県病院乗り入れ） 新居浜西BT 南高 西条済生会病院 - - - 16.3 3 980

5 中萩線 新居浜西BT 工場・南高 西条済生会病院 17.5 1 1,537 17.5 1 1,600 17.5 1 1,336 - - - - - -

6 新居浜・川之江線（昭和通） 新居浜西BT 土居・豊岡台 川之江営業所 14.8 16 29,672 14.8 16 29,544 14.8 15 18,034 14.8 15 8,148 - - -

新居浜・川之江線 新居浜西BT 土居・豊岡台 川之江営業所 13.5 15 7,992 13.5 16 18,706

7 新居浜・川之江線（昭和通） 新居浜西BT 三島医療センター 川之江営業所 14.8 4 6,972 14.8 4 6,525 14.8 3 3,492 14.8 3 1,742 - - -

新居浜・川之江線 新居浜西BT 三島医療センター 川之江営業所 13.5 15 1,718 13.5 0 0

8 新居浜・川之江線（昭和通） 新居浜西BT 三島医療・上分、上分 川之江営業所 14.8 14 28,054 14.8 14 27,519 14.8 14 18,227 14.8 14 12,354 - - -

新居浜・川之江線 新居浜西BT 三島医療・上分、上分 川之江営業所 13.5 14 4,781 13.5 14 16,985

9 今治・新居浜線 今治営業所 西条・西高入口 新居浜駅 7.3 25 21,544 7.3 25 20,768 7.3 25 14,137 7.3 25 15,005 7.3 24 15,140

10 今治・新居浜線 周桑営業所 西条 新居浜駅 8.6 4 2,651 8.6 4 2,747 8.6 4 2,359 8.6 4 1,559 - - -

今治・新居浜線 周桑営業所 西条・元塚 新居浜駅 8.6 4 1,636

11 今治・新居浜線 壬生川港 新居浜営業所 新居浜駅 8.6 1 560 8.6 1 370 8.6 1 269 8.6 1 313 - - -

今治・新居浜線 壬生川港 新居浜西BT 新居浜駅 8.6 1 586

12 今治・新居浜線 壬生川港 工場 新居浜駅 8.2 1 627 8.2 1 619 8.2 1 529 8.2 1 438 8.2 1 502

今治・新居浜線 周桑営業所 西条・西高入口 新居浜駅 7.3 1 622

13 新居浜－松山線（特急） 新居浜駅 湯谷口・ﾘｰｶﾞﾎﾃﾙ前 ＪＲ松山駅 7.1 18 2,828 7.1 18 2,777 7.1 16 2,025 7.1 16 2,127 7.1 16 2,782

小計 207,527 202,401 135,509 130,548 139,686

1 イオン新居浜線 新居浜駅 西之土居 イオンモール新居浜 2.9 34 8,895 2.9 34 10,411 2.9 34 6,117 2.9 34 5,768 2.9 34 6,441

2 端出場線 新居浜西BT 労災病院・東城 マイントピア別子 17.0 10 3,885 17.0 10 3,837 17.0 10 1,723 17.0 10 1,718 17.0 10 1,755

3 山根線 新居浜西BT 東城 山根グランド 11.2 6 6,413 11.2 6 7,181 11.2 6 4,326 11.2 6 2,534 11.2 6 3,253

4 山根線 新居浜西BT 労災病院・東城 山根グランド 13.8 2 2,179 13.8 2 2,357 13.8 2 1,037 13.8 2 1,732 13.8 2 1,791

5 山根線 新居浜西BT 工場前 1.8 1 230 1.8 1 122 1.8 1 47 1.8 1 78 1.8 1 62

6 黒島線 新居浜西BT 新居浜駅・平形 黒島 16.5 17 47,872 16.5 17 47,019 16.5 17 33,790 16.5 17 32,789 16.5 17 32,437

7 黒島線 工場前 新居浜営業所・新居浜駅・黒島 多喜浜車庫 20.2 1 1,407 20.2 1 849 20.2 1 946 20.2 1 1,378 - - -

黒島線 工場前 新居浜営業所・新居浜駅・黒島 新居浜営業所 20.2 1 2,706

8 広瀬・多喜浜線 広瀬公園 新居浜営業所 多喜浜駅 15.7 19 57,772 15.7 19 56,018 15.7 19 40,291 15.7 19 40,082 15.7 19 40,305

9 広瀬・多喜浜線 新居浜西BT 元塚東 多喜浜駅 9.7 14 29,491 9.7 14 29,088 9.7 14 18,980 9.7 14 17,987 9.7 13 18,437

10 広瀬・多喜浜線 新居浜西BT 多喜浜 多喜浜車庫 11.4 1 769 11.4 1 581 11.4 1 517 11.4 1 381 11.4 1 -

広瀬・多喜浜線 新居浜西BT 多喜浜 新居浜営業所 11.4 1 473

小計 158,913 157,463 107,774 104,447 107,660

合計 366,440 359,864 243,283 234,995 247,346
※他市乗入れ路線は他市での乗降客を含む。利用人数については路線全体の人数から距離按分して算出。
※中萩線のうち、南高・工場前経由路線は廃止
※中萩線について、令和5年2月1日より新居浜県病院内へ乗り入れの為キロ程変更
※令和３年１０月１日より川之江線が昭和通り経由から平和通り経由に路線一部変更。
※三島医療センター建替えのため令和4年4月1日より新居浜～三島医療センター～村松～川之江系統は運行便数0
※令和4年10月1日周桑営業所～西条～西高入口～新居浜駅系統を新設

便数 乗車人数 便数 乗車人数 便数 乗車人数 便数 乗車人数 便数 乗車人数

3 デマンドタクシー(川東) 8（5） 5,064 8（5） 4,987 8（5） 4,173 8（5） 4,013 8（5） 3,944
2 デマンドタクシー(上部東) 8（5） 7,823 8（5） 7,937 8（5） 7,529 8（5） 7,244 8（5） 6,891
1 デマンドタクシー(上部西) 8（5） 6,658 8（5） 6,012 8（5） 5,433 8（5） 5,247 8（5） 5,045

デマンド合計 19,545 18,936 17,135 16,504 15,880

総合計 385,985 378,800 260,418 251,499 263,226

6

Ｒ４

他

市

乗

入

れ

路

線

新

居

浜

市

内

の

み

路

線

デマンドタクシー利用者数 Ｈ３０ Ｈ３１/Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４

公共交通利用人数集計（Ｈ30年度～Ｒ4年度）

路線バス乗降客数 Ｈ３０ Ｈ３１/Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３
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令和４年度収支決算書

【収入の部】 単位：円

款 項 目

負担金 負担金 負担金 20,109,180 20,109,165 新居浜市負担金

諸収入 諸収入 雑　入 0 15 預金利息 15円

20,109,180 20,109,180

【支出の部】 単位：円

款 項 目

委員出席謝礼 80,000円

（@5,000円×延べ 16人）

振込手数料 5,830円

・運行業務  @3,280円× 9,016台

①－②－③＝19,855,040円

　　　特定収入

補助　4,858,000円　 ②

利用料収入 4,859,440円　③

大人@500円× 3,600人 ＝1,800,000円

大人割引者@250円× 12,196人 ＝3,049,000円

小人＠250円× 35人 ＝8,750円

小人割引者＠130円× 13人 ＝1,690円

（小人無料 36人 )

＜川西地区＞

運行業務　計170,560円  ④

・運行業務  （平日）@26,240円× 6日

 （土曜）@13,120円× 1日

大人@500円× 2人 ＝1,000円

大人割引者@250円× 5人 ＝1,250円

④－⑤＝168,310円

20,109,180 20,109,180

　地域公共交通確保維持改善事業費

運行業務　計29,572,480円  ①

＜川東・上部東・上部西エリア＞

摘　　要

摘　　要

事業費 事業費 事業費 20,023,35020,023,350

ﾃﾞﾏﾝﾄﾞﾀｸｼｰ運行事業費

利用料収入 2,250円　⑤

合　　計

区　分

合　　計

区　分

事務費 事務費 事務費

ﾃﾞﾏﾝﾄﾞﾀｸｼｰ運行事業費

85,830 85,830

予算額 決算額

予算額 決算額
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協議事項（２） 生活交通確保維持改善計画(地域内フィーダー系統確保維持計画) 

(令和６年度分)の策定について 

 

生活交通確保維持改善計画（案） 

 

（地域公共交通確保維持事業のうち地域内フィーダー系統関係） 

生活交通確保維持改善計画の名称 
 

 新居浜市地域内フィーダー系統確保維持計画 

 

１．地域公共交通確保維持事業に係る目的・必要性 

（１）目的 

    バス交通空白地域へデマンド型乗り合いタクシーを導入し、高齢社会に対応し、高

齢者などの交通弱者の通院や買い物の移動手段を確保し、誰もが便利に使える公共交

通を構築することを目的とする。 

（２）必要性 

本市は、バス交通の利用できない地域が人口ベースで約４０％と高い割合となって

おり、市内の移動は自動車交通に依存している。また、高齢化の進展により、今後、

自動車利用のできない若しくはしない人が増加し、その人たちの移動手段の確保が重

要な課題となってくることが明らかであることから、バス交通空白地域へデマンド型

乗り合いタクシーを導入し、高齢社会に対応し、高齢者などの交通弱者のための市内

公共交通体系を確保・維持することが必要である。 

 

２．地域公共交通確保維持事業の定量的な目標・効果 

（１）事業の目標 
 

年  度 目  標 

令和６年度 
デマンド交通の交通結節点への年間利用者数を 2,853人 

（令和４年度実績）以上とする。 

 

（新居浜市地域公共交通網形成計画 Ｐ４５～４６ 参照） 

（２）事業の効果 
デマンド型乗り合いタクシーを運行することにより、バス交通空白地域の解消が図られ

るとともに、高齢者などの交通弱者の通院や買い物といった日常生活に不可欠な移動手段

が確保される。また、新居浜駅等の交通結節点をデマンド型乗り合いタクシー運行地区外

の乗降地点として設定することにより、公共交通軸のネットワークと連結し、外出促進に

もつながる効率的な運行体系が実現でき、誰もが便利に使える公共交通網が構築される。 
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３．２．の目標を達成するために行う事業及びその実施主体 

・市政だより等による広報活動やデマンド型乗り合いタクシーに関する出前講座を積極的に

実施し、デマンドタクシーに関する市民の認知度向上に努める。（新居浜市） 

 

・ＭａａＳプラットフォーム構築など新たなデジタル技術を活用し、利用者が公共交通に関 

する情報を取得しやすくすることにより、公共交通の一体となった利便性の向上を図る。 

（新居浜市、交通事業者） 

 

４．地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統の概要及び 

運行予定者 

 
地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱「表１」を添付 
 

（１）運行エリア（利用対象区域） 
    川東エリア、上部東エリア、上部西エリア 
（２）運行形態 
    登録制、予約制、乗り合いでエリア内を結ぶ、デマンド型乗り合いタクシーとす

る。 
（３）行き先として指定できる施設 
      ・交通結節点(バス停留所・駅・港等) 

・医療・福祉施設(病院・診療所、歯科医院、介護施設等) 
・金融機関(銀行、金庫、農協、郵便局等) 
・商業施設(理美容室、各種小売店、飲食店等) 
・保育・教育施設(保育所、幼稚園、小・中・高校等) 
・公共施設(支所､公民館､福祉施設､公園､文化・スポーツ施設､環境・衛生施設等) 
・その他、新居浜市地域公共交通活性化協議会が認める施設（新居浜駅など、エリ
ア外を含めて設定） 

（４）運行日、運行時間帯 
月曜日～金曜日（日曜・祝休日は運休） 

     ①9:00～②10:00～③11:00～④12:00～⑤13:00～⑥14:00～⑦15:00～⑧16:00～ 
    土曜日 
     ①9:00～②10:00～③11:00～④12:00～⑤13:00～ 
（５）利用料金 

大人（中学生以上）1回乗車 ５００円（障がい者等割引者は半額）  
小人（小学生以下）1回乗車 ２５０円（障がい者等割引者は半額） 
※未就学児は、１歳未満は無料、１歳以上は保護者１人につき１人無料   

（６）利用方法 
事前に利用登録を行い、電話予約等により配車 

（７）運行台数 
セダン型タクシー（定員４人）  
月曜日～金曜日（１～６便）２台×３エリア、（７・８便）１台×３エリア 
土曜日（１～５便）２台×３エリア 

（８）運送予定者 
平成 23 年 1 月 11 日から平成 26 年 9 月 30 日の間の試験運行を市内の全タクシー

事業者が加盟する新居地区旅客自動車協同組合に委託し、受託者側において、事業
所の位置等を考慮し、協議により次の事業者を決定していただいた。以後、運行状
況は良好であったことから、平成 30 年 10 月以降も、引き続き同事業所による運行
を実施することを、協議会において承認した。 
・川東エリア  有限会社 東雲タクシー 
・上部東エリア 有限会社 光タクシー 
・上部西エリア 中萩タクシー 有限会社 
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５．地域公共交通確保維持事業に要する費用の負担者 

・新居浜市 

・事業者（有限会社 東雲タクシー・有限会社 光タクシー・中萩タクシー 有限会社） 

  新居浜市から運行事業者への負担金額については、運行収入及び国庫補助金を運行経費

から差し引いた差額分を負担することとしている。 

６．補助金の交付を受けようとする補助対象事業者の名称 

・川東エリア  有限会社 東雲タクシー 

 ・上部東エリア 有限会社 光タクシー 

 ・上部西エリア 中萩タクシー有限会社 

７．補助を受けようとする手続きに係る利用状況等の継続的な測定方法 

 【活性化法法定協議会を補助対象事業者とする場合のみ】 

（活性化法定協議会を補助対象事業者としないため、記入不要） 

８．別表１の補助対象事業の基準二ただし書に基づき、協議会が平日１日当たりの

運行回数が３回以上で足りると認めた系統の概要 

【地域間幹線系統のみ】 

※該当なし 

９．別表１の補助対象事業の基準ハに基づき、協議会が「広域行政圏の中心市町村

に準ずる生活基盤が整備されている」認めた市町村の一覧 

【地域間幹線系統のみ】 

※該当なし 

10．生産性向上の取組に係る取組内容、実施主体、定量的な効果目標、実施時期 

及びその他特記事項 

【地域間幹線系統のみ】 

※該当なし 

11．外客来訪促進計画との整合性 

【外客来訪促進計画が策定されている場合のみ】 

※該当なし 

12．地域公共交通確保維持改善事業を行う地域の概要 

【地域内フィーダー系統のみ】 

地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱「表５」を添付。 

13．車両の取得に係る目的・必要性 

【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けよ

うとする場合のみ】 

※該当なし 
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14．車両の取得に係る定量的な目標・効果 

【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けよ

うとする場合のみ】 

（１）事業の目標 

※該当なし 

（２）事業の効果 

※該当なし 

15．車両の取得計画の概要及び車両の取得を行う事業者、要する費用の負担者【車

両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けようと

する場合のみ】 

※該当なし 

16．老朽更新の代替による費用の削減等による地域公共交通確保維持事業における

収支の改善に係る計画（車両の代替による費用削減等の内容、代替車両を活用

した利用促進策） 

【公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

※該当なし 

17．貨客混載の導入に係る目的・必要性 

【貨客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

※該当なし 

18．貨客混載の導入に係る定量的な目標・効果 

【貨客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

（１）事業の目標 

※該当なし 

（２）事業の効果 

※該当なし 

19．貨客混載の導入に係る計画の概要、要する費用の総額、内訳、負担者及び負担

額 

【貨客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

※該当なし 
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20．協議会の開催状況と主な議論  

・平成２２年１１月 ９日  協議会設立、22年度試験運行について合意 

・平成２２年１２月１４日  地域公共交通総合連携計画について議論 

・平成２３年 ３月２４日  地域公共交通総合連携計画を承認し、23 年 4 月～9 月の運行計画、全

体計画を合意 

・平成２３年 ６月２９日   23年 10 月～24年 9月までの運行計画を合意 

・平成２３年 ９月２０日  23、24年度補助事業に係るネットワーク計画を策定 

・平成２４年 ３月２１日    24年度補助金に係る変更認定申請について協議 

・平成２４年 ３月２８日  23年度、24年度補助事業に係る事業評価を実施 

・平成２４年 ６月１９日  24年度補助金に係る変更認定申請について協議 

・平成２４年 ６月２８日   25年度補助事業に係るネットワーク計画を策定 

・平成２４年１１月２０日  26年 10 月以降の運行について協議 

・平成２５年 ３月２５日  25年度補助事業に係る事業評価を実施 

・平成２５年 ６月２６日  26年度補助事業に係るネットワーク計画を策定 

・平成２５年１１月１１日  25年 10 月以降のエリア拡大について協議 

・平成２６年 ２月２０日  26年 10 月以降の運行について協議 

・平成２６年 ３月２８日  地域公共交通総合連携計画変更を承認し、26 年 10 月以降の運行計画

を合意 

・平成２６年 ６月２３日  27年度補助事業に係るネットワーク計画を策定 

・平成２６年 ８月２５日  愛称の選定及び 26年 10 月以降の本格運行について協議 

・平成２７年 １月２０日  26年度補助事業に係る事業評価を実施 

・平成２７年 ３月２３日  27年度事業計画等について協議 

・平成２７年 ６月１６日  28年度補助事業に係る確保維持改善計画を策定 

・平成２７年 ９月１８日  ﾃﾞﾏﾝﾄﾞﾀｸｼｰｱﾝｹｰﾄ調査について協議 

・平成２８年 １月１８日  27年度補助事業に係る事業評価を実施 

・平成２８年 ３月２３日  28年度事業計画等について協議 

・平成２８年 ６月２８日  29年度補助事業に係る確保維持改善計画を策定 

・平成２９年 １月２４日  28年度補助事業に係る事業評価を実施 

・平成２９年 ３月２８日  29年度事業計画等について協議 

・平成２９年 ６月２７日  30年度補助事業に係る確保維持改善計画を策定 

・平成２９年 ９月２９日  ﾃﾞﾏﾝﾄﾞﾀｸｼｰ（上部東ｴﾘｱ）運送区間について協議 

・平成２９年１２月 １日  地域公共交通網形成計画について協議 

・平成３０年 １月１９日  29年度補助事業に係る事業評価を実施 

・平成３０年 ３月２７日  30年度事業計画等について協議、地域公共交通網形成計画を承認 

・平成３０年 ６月２２日  31年度補助事業に係る確保維持改善計画を策定 

・平成３１年 １月２３日  29、30年度補助事業に係る事業評価を実施 

・平成３１年 ３月２６日  31年度事業計画等について協議 

・令和 元年 ６月２６日  令和 2年度補助事業に係る確保維持改善計画を策定 

・令和 ２年 １月２３日  令和元年度補助事業に係る事業評価を実施 

・令和 ２年 ３月３０日  令和 2年度事業計画等について協議（書面開催） 

・令和 ２年 ６月２９日  令和 3年度補助事業に係る確保維持改善計画を策定 

・令和 ３年 １月２０日  令和 2年度補助事業に係る事業評価を実施（書面審議） 

・令和 ３年 ３月２９日  令和 3年度事業計画等について協議（書面審議） 

・令和 ３年 ６月２２日  令和 4年度補助事業に係る確保維持改善計画を策定 
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・令和 ４年 １月１９日  令和 3年度補助事業に係る事業評価を実施（書面審議） 

・令和 ４年 ３月２９日  令和 4年度事業計画等について協議 

・令和 ４年 ６月２４日  令和 5年度補助事業に係る確保維持改善計画を策定 

・令和 ５年 １月１３日  令和 4年度補助事業に係る事業評価を実施（書面審議） 

・令和 ５年 ３月２８日  令和 5年度事業計画等について協議 

・令和 ５年 ６月３０日  令和 6年度補助事業に係る確保維持改善計画を策定 

 

21．利用者等の意見の反映状況 

・新居浜市地域公共交通活性化協議会に、住民、地域公共交通の利用者が参画して、意見を

反映。 

・利用対象者に対して「新たな公共交通の導入に関する調査」を実施して、計画作りに反

映。 

※平成２１年９月～１２月、市内のバス公共交通空白地域のうち、中心市街地から離れて

いる荷内・阿島、船木、大生院・萩生地域の２５自治会で訪問調査。 

（訪問世帯数 2,614 調査世帯数 1,498 調査率 57.3％） 

・新居浜市地域公共交通総合連携計画（案）について、市ホームページ、市内公共施設で公

表し、パブリック・コメントを平成２３年１月４日から平成２３年１月２８日まで行い、

意見を反映。 

・平成２３年４月、３月２８日現在の登録者３８７人を対象としたアンケートを行い、意見

を反映。 

・平成２４年８月、７月末現在の 20 歳以上の登録者７０２人及び利用対象地域の単位自治

会長５８人を対象としたアンケートを行い、意見を反映。 

・平成２６年１月、平成２５年１２月末現在の登録世帯９９０世帯及び２０歳以上の市民

２，０００人（無作為抽出）を対象としたアンケートを行い、意見を反映。 

・平成２７年１０月、８月末現在の登録世帯１５１２世帯を対象としたアンケートを行い、

意見を反映。 

・平成２８年１０月、アンケート結果の分析を行い、新たに土曜日（１～５便）の運行を開

始。 

・平成３０年４月、城下地区を上部東エリアの利用登録可能地区として追加。 

・令和４年１２月～令和５年２月、住民移動アンケート調査（新居浜市に居住する１８歳以

上の住民のうちランダム抽出した３，０００人対象）、路線バス利用者アンケート調査

（利用者３３６人対象）及びおでかけタクシー利用者アンケート調査（利用者２８５人対

象）を行い、計画作りに反映。 

22．協議会メンバーの構成員 

関係都道府県 愛媛県東予地方局 建設部・地域産業振興部 

関係市区町村 新居浜市副市長（統括）、新居浜市経済部長 

交通事業者・交通

施設管理者等 

新居地区旅客自動車協同組合、愛媛県ハイヤー・タクシー協会、瀬戸内

運輸株式会社、一般社団法人愛媛県バス協会、四国旅客鉄道株式会社、

国土交通省四国地方整備局松山河川国道事務所、愛媛県東予地方局建設

部（再掲）、新居浜警察署 

地方運輸局 国土交通省四国運輸局愛媛運輸支局 

その他協議会が必

要と認める者 

新居浜商工会議所、新居浜市医師会、瀬戸内運輸労働組合、新居浜市連

合自治会、新居浜市老人クラブ連合会、新居浜市社会福祉協議会、新居

浜市女性連合協議会、愛媛県東予地方局地域産業振興部（再掲） 
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表
１
　
地
域
公
共
交
通
確
保
維
持
事
業
に
よ
り
運
行
を
確
保
・
維
持
す
る
運
行
系
統
の
概
要
及
び
運
送
予
定
者
（
地
域
内
フ
ィ
ー
ダ
ー
系
統
）

令
和
６
年
度

起
点

経
由
地

終
点

運
行
態
様
の
別

基
準
ハ
で
該

当
す
る
要
件

（
別
表
７
・
９
）

補
助
対
象
地
域
間
幹

線
系
統
等
と
接
続
の
確

保

基
準
ホ
で
該
当

す
る
要
件

（
別
表
７
の
み
）

（
注
）

１
．
乗
用
タ
ク
シ
ー
に
よ
る
運
行
の
場
合
は
、
「
運
行
系
統
名
等
」
に
運
賃
低
廉
化
を
行
う
運
行
サ
ー
ビ
ス
の
名
称
を
記
載
す
る
こ
と
。

２
．
区
域
運
行
又
は
乗
用
タ
ク
シ
ー
に
よ
る
運
行
の
場
合
は
、
運
行
系
統
の
「
経
由
地
」
に
営
業
区
域
又
は
運
賃
低
廉
化
対
象
地
域
を
記
載
す
る
こ
と
と
し
、
「
起
点
」
、
「
終
点
」
及
び
「
系
統
キ
ロ
程
」
に
つ
い
て
記
載
を
要
し
な
い
。

３
．
「
系
統
キ
ロ
程
」
に
つ
い
て
は
、
小
数
点
第
１
位
（
第
２
位
以
下
切
り
捨
て
）
ま
で
記
載
す
る
こ
と
。
な
お
、
循
環
系
統
の
場
合
に
は
、
往
又
は
復
の
ど
ち
ら
か
の
欄
に
キ
ロ
程
を
記
載
し
、
も
う
片
方
の
欄
に
「
循
環
」
と
記
載
す
る
こ
と
。

４
．
「
利
便
増
進
特
例
措
置
」
及
び
「
運
送
継
続
特
例
措
置
」
に
つ
い
て
は
、
利
便
増
進
計
画
又
は
運
送
継
続
計
画
の
認
定
を
受
け
、
地
域
内
フ
ィ
ー
ダ
ー
系
統
に
係
る
特
例
措
置
の
適
用
（
別
表
９
又
は
別
表
１
０
）
を
受
け
て
補
助
対
象
と
な
る
場
合
の
み
「
○
」
を
記
載
す
る
こ
と
。

５
．
「
運
行
態
様
の
別
」
に
つ
い
て
は
、
路
線
定
期
運
行
、
路
線
不
定
期
運
行
、
区
域
運
行
、
乗
用
タ
ク
シ
ー
に
よ
る
運
行
の
別
を
記
載
す
る
こ
と
。

６
．
「
補
助
対
象
地
域
間
幹
線
系
統
等
と
接
続
の
確
保
」
に
つ
い
て
は
、
地
域
内
フ
ィ
ー
ダ
ー
系
統
が
接
続
す
る
補
助
対
象
地
域
間
幹
線
系
統
又
は
地
域
間
交
通
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
と
ど
の
よ
う
に
接
続
を
確
保
す
る
か
に
つ
い
て
記
載
す
る
こ
と
。

７
．
乗
用
タ
ク
シ
ー
に
よ
る
運
行
の
場
合
は
、
「
運
行
系
統
名
」
「
利
便
増
進
特
例
措
置
」
に
つ
い
て
記
載
を
要
し
な
い
。

８
．
本
表
に
記
載
す
る
運
行
予
定
系
統
を
示
し
た
地
図
及
び
運
行
ダ
イ
ヤ
を
添
付
す
る
こ
と
。
乗
用
タ
ク
シ
ー
に
よ
る
運
行
の
場
合
は
、
営
業
区
域
を
示
し
た
地
図
を
添
付
す
る
こ
と
。

(4
)

地
域
間
幹
線
系
統
(せ
と
う
ち
バ

ス
「
今
治
～
新
居
浜
」
線
)の
バ

ス
停
留
所
(新
居
浜
駅
)と
接
続

③

回
日 日

回

2
9
3
日

①
地
域
間
幹
線
系
統
(せ
と
う
ち
バ

ス
「
今
治
～
新
居
浜
」
線
)の
バ

ス
停
留
所
(新
居
浜
駅
)と
接
続

往
　
　
　
ｋ
ｍ

復
　
　
　
ｋ
ｍ

(2
)

上
部
東
エ
リ
ア

3
,9
0
2
回

区
域
運
行

①
上
部
西
エ
リ
ア

上
部
西

エ
リ
ア

市
区
町
村
名

運
送
予
定
者
名

運
行
系
統
名
等

（
申
請
番
号
）

系
統

キ
ロ
程

有
限
会
社
　
東
雲
タ
ク
シ
ー

(1
)

川
東
エ
リ
ア

新
居
浜
市

中
萩
タ
ク
シ
ー
有
限
会
社

(3
)

(5
)

有
限
会
社
　
光
タ
ク
シ
ー

運 送 継 続 特 例 措 置

2
9
3
日

3
,9
0
2
回

復
　
　
　
ｋ
ｍ

往
　
　
　
ｋ
ｍ

復
　
　
　
ｋ
ｍ

川
東
ｴ
ﾘｱ

③

上
部
東

エ
リ
ア

往
　
　
　
ｋ
ｍ

復
　
　
　
ｋ
ｍ

運
行
系
統

地
域
内
フ
ィ
ー
ダ
ー
系
統
の
基
準
適
合

（
別
表
７
・
別
表
９
・
別
表
１
０
）

往
　
　
　
ｋ
ｍ

復
　
　
　
ｋ
ｍ

往
　
　
　
ｋ
ｍ

計
画

運
行

日
数

計
画

運
行

回
数

利 便 増 進 特 例 措 置

2
9
3
日

3
,9
0
2
回

区
域
運
行

①
地
域
間
幹
線
系
統
(せ
と
う
ち
バ

ス
「
今
治
～
新
居
浜
」
線
)の
バ

ス
停
留
所
(新
居
浜
駅
)と
接
続

③
区
域
運
行
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表１添付書類 

運行予定系統を示した地図 
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年間スケジュールについて 

 
  

年 月 会 議 事 業 

Ｒ５ ４   
 
 
 

ﾃﾞﾏﾝﾄﾞﾀｸｼｰ運行事業 

５  

６ ●第１回会議 

・令和４年度事業報告及び決算の承認 

・生活交通確保維持改善計画の策定について 

７  

８  

９ ●第２回会議 

 

10  

11  

12 ●第３回会議 
 
 

Ｒ６ １ ●第４回会議 

・地域公共交通確保維持改善事業に係る評価 

２  

３ ●第５回会議 

・令和６年度事業計画及び予算の決定 
・新居浜市地域公共交通計画の策定 
 

※デマンドタクシーの出前講座については、随時実施予定 

 

令和５年度の会議開催は、５回程度を予定していますが、下記検討事項の進捗状況に

応じて随時協議会及び分科会を開催させていただく場合がございます。 

 

〇令和５年度中の検討事項 

 １ 地域公共交通計画の策定について 

 

 

 

 

 

 

 その他（１） 
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参考資料 

 

地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱（抜粋） 

令和５年３月２８日改定 

第１編 共通事項 

 

（目的） 

第１条 この補助金は、生活交通の存続が危機に瀕している地域等において、地域の

特性・実情に最適な移動手段が提供され、また、バリアフリー化やより制約の少な

いシステムの導入等移動に当たっての様々な障害の解消等がされるよう、地域公共

交通の確保・維持・改善を支援することを目的とする。 

 

（定義等） 

第２条 この要綱において、次に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるところによ

る。 

一 「生活交通確保維持改善計画」とは、地域公共交通の確保・維持・改善のため

に、都道府県、市区町村、交通事業者若しくは交通施設の管理者等からなる協議会

（第３条第２項を除き、以下「協議会」という。）又は都道府県若しくは市区町村

が、地域の生活交通の実情のニーズを的確に把握しつつ、当該協議会での議論を経

て策定する地域の特性・実情に応じた最適の移動手段の提供、バリアフリー化やよ

り制約の少ないシステムの導入等移動に当たっての様々な障害の解消等を図るため

の取組についての計画をいう。 

二 「地域公共交通確保維持事業」とは、地域公共交通の存続が危機に瀕している地

域において地域の特性・実状に最適な交通手段を確保・維持するために、地域公共

交通の活性化及び再生に関する法律（平成１９年法律第５９号。以下「活性化法」

という。）第５条第１項に規定する地域公共交通計画又は生活交通確保維持改善計

画（当該計画に代えて策定される離島航路確保維持計画及び離島航空路確保維持計

画を含む。）に基づいて実施される事業をいう。 

 

（協議会） 

第３条 前条第１項第一号の協議会は、以下の者によって構成される。 

一 関係する都道府県又は市区町村 

二 関係する交通事業者又は交通施設管理者等 

三 地方運輸局（神戸運輸監理部及び沖縄総合事務局を含む。以下「地方運輸局等」

という。）又は地方航空局 

四 その他地域の生活交通の実状、その確保・維持・改善の取組に精通する者等協議

会が必要と認める者 

（中略） 

５ 協議会は、補助対象事業ごとに補助対象事業について評価を行い、その結果につ

いて地方運輸局又は地方航空局の長に報告しなければならない。 
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第２編 地域公共交通確保維持事業 

 

第１章 陸上交通 

第２節 地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金 

 

（補助対象事業者等） 

第１５条 本節における補助対象事業者は、活性化法法定協議会とする。 

２ 大臣は、予算の範囲内において、次条の補助対象事業に係る補助対象経費の１／２

に相当する額以内の額を、補助対象事業者に対し交付する。ただし、災害等の予期

しない事由により欠損が増大した場合その他特に調整を必要とする場合には、予算

の範囲内で額を増減することができる。 

 

（補助対象事業の基準） 

第１６条 本節における補助対象事業は、別表７に定める要件に適合する運行系統に

係る運行であって、かつ、別表８に定めるところにより補助対象経費の額が算定さ

れるものとする。 

２ 前項の規定は、利便増進計画に基づいて、地域内フィーダー系統と位置付けられた

運行系統については、当該計画に実施予定期間として定められた期間中に限り、

「別表７」とあるのは「別表９」と読み替えるものとする。 

３ 第１項の規定は、運送継続計画に基づいて、地域内フィーダー系統と位置付けられ

た運行系統については、当該計画に実施予定期間として定められた期間中に限り、

「別表７」とあるのは「別表１０」と読み替えるものとする。 

 

（地域公共交通計画） 

第１７条 陸上交通（地域内フィーダー系統）に係る地域公共交通確保維持事業（以

下この条において単に「地域公共交通確保維持事業」という。）を行う場合は、地

域公共交通計画に、当該地域公共交通計画の計画期間内における次に掲げる事項に

ついて具体的に記載するものとする。 

一 地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統の地域の公共

交通における位置付け・役割 

二 前号を踏まえた地域公共交通確保維持事業の必要性 

三 地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統に係る事業及

び実施主体の概要 

四 地域公共交通計画の区域内全体における地域旅客運送サービスの利用者の数、

収支、費用に係る国又は地方公共団体の支出の額その他の定量的な目標・効果及

びその評価手法 

２ 前項の地域公共交通計画には、次に掲げる事項について具体的に記載した書類を添

付するものとする。 

一 地域公共交通確保維持事業の内容及び実施主体に関する詳細 

二 前項第一号の運行系統の概要及び運送予定者 

三 前項第一号の運行系統の利用者の数、収支、費用に係る国又は地方公共団体の
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支出の額その他の定量的な目標・効果及びその評価手法・測定方法 

四 地域公共交通確保維持事業に要する費用の総額、負担者及びその負担額 

３ 第１６条第２項又は第３項の規定による補助対象事業の基準の特例を受けようとす

る場合においては、第１項及び第２項の規定にかかわらず、第１項及び第２項に掲

げる事項のうち利便増進計画又は運送継続計画に記載された事項については、記載

を省略することができる。 
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新居浜市地域公共交通網形成計画 Ｐ４５～４６ 
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